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エグゼクティブサマリー  

● 売上高 前年同期比40.5 ％増 

● 事務所移転あったが、好調な利益率  

● ARRは16億円目前 

2024年12月期　第2四半期業績等 

（単位：千円） 

SAPストア掲載で

販路拡大 

ビジネス 

ハイライト

生成AI（LLM）　  

自社開発に成功

785,869  

YoY+40.5 %  

546,814  

粗利率 69.6 %  

99,674  
利益率12.7 %  

月額 1,054   1.3%  295,299  

1,581,813   18.2%   14.6 % 

売上高 累計  売上総利益 累計  

顧客単価（ARPA）  

営業利益 累計  

月次解約率   EBITDA 年換算 

年間定期収益 

（ARR）  
ROE  ROIC  

働きがいスコア　  

大幅改善



2024年12月期  

第2四半期業績ハイライト  



本書の内容はお客様にのみ提供する営業秘密です。営業秘密を開示しない条件のもと、お客様内限りで閲覧いただくために提供したものであり、第三者への一切の開示、当社サービスの利

用目的外での利用は行わないようお願いします。また、本書はファーストアカウンティング株式会社の著作物として著作権法により保護されます。社内利用目的での複写を除き、改変その他

の著作権を侵害する行為を禁じます。  

4 

損益計算書  

売上総利益率の改善により、事務所移転費用を吸収し  

営業利益率は12.7 % 
❏ 売上成長が前年同期比 

約40.5 ％増加  

❏ 今期第2四半期に事務所移転が

あったにも係わらず 

営業利益率が12.7 % 

（単位：千円） 

 
2023年12月期  

第２四半期（中間期）  
2024年12月期  

第２四半期（中間期）  
2024年12月期  

（通期）  

  実績  対売上高  実績  対売上高  前年同期比  業績予想  進捗率 

売上高   559,368  100.0%  785,869  100.0%  140.5%   1,653,571  47.5% 

売上総利益   353,760  63.2%  546,814  69.6%   154.6%  1,104,142  49.5% 

販管費   297,456  53.2%  447,139  56.9%  150.3%  936,784  47.7% 

営業利益   56,303  10.1%  99,674  12.7%   177.0%  167,357  59.6%  

経常利益   54,266  9.7%  101,495  12.9%  187.0%  167,149  60.7% 

当期純利益   54,001  9.7%  85,092  10.8%  157.6%  438,179  19.4% 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❏ 中間会計期間の売上高は、対

前年同期比+40.5%の785百万円 

❏ 中間会計期間の営業利益も順

調に積み上がり、通期の営業利

益の59.6%を構成し99百万円を

計上 

❏ 営業利益進捗率は59.6%だが、

その上振れ分を追加のAI学習

サーバや人材採用に投資する

ため、 通期予想は据置きとしま

す。 

売上高（百万円）  営業利益 （百万円） 

第1四半期  第2四半期  第3四半期  第4四半期 

通期の 
売上高 
予想  通期の 

営業利益 
予想 

売上、営業利益とも順調な積み上がりを実現した。 

 

2021年 
12月期 

第２四半期も売上・利益が順調に成長  

67

2022年 
12月期 

2023年 
12月期 

2024年 
12月期 

2023年 
12月期 

2024年 
12月期 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売上構成の比率と推移  

❏ MRR（Monthly Recurring 

Revenue）:月額固定の定期収

益で中間会計期間 83.9％  

❏ 従量：処理件数に応じた利用料

で中間会計期間 11.8％  

❏ その他：初期設定費用や導入コ

ンサル料金等で中間会計期間　

4.2％ 

（単位：千円） 

約84% 

すべての売上種別で堅調に増加を維持  

約12% 

約    4% 

第
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半
期
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半
期
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半
期

 

第
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半
期

 
2021年12月期   2022年12月期   2023年12月期  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2024年12月期  

その他  従量  MRR 

第
2四

半
期
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ビジネスフロー  

会計システム、ERP（基幹情報システム）  

ワークフロー、Concur Invoice など

7 7 

販売パートナー 

振分 
Robota  

Peppol  
Access Point  

仕訳 
Robota  

請求書 
Robota  

確認 
Robota  

領収書 
Robota  

台紙切取 
Robota  

中小企業  大企業 

 

 

Robota 
組み込み 

販売パートナー ： 

提供先会計ベンダー ： 

会計ベンダー(OEM)  

❏ 企業規模を問わず、多くの会計

システム等に経理DXを実現する

当社のAIサービスを提供 

❏ 大企業への販売ルートとして、当

社の営業担当が直接アプローチ

するほか、パートナーセールス体

制を構築し、販売パートナーが主

体となってアプローチし顧客を拡

大 

❏ 大企業向けのAIサービスを広範

に利用いただくため、中小企業

への販売ルートとして、会計ソフ

トウエアベンダー等のサービスの

機能としてOEM提供 
当社の製品・サービスをユーザー企業に販売する代理店 

当社の製品・サービスを自社サービスに組み込んでエンドユーザーに販売する 

会計ソフトウエアベンダー 

直接販売 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販売形態別の売上高の推移  

66.3 % 

33.7 % 

販売形態別のバランスを保ちながら継続した伸びを維持 

約42% 

約25% 

（単位：千円） 

第
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第
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期

 

第
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半
期

 

第
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2021年12月期  

約33% 

2022年12月期   2023年12月期   2024年12月期  

会計ベンダー(OEM)   大企業(販売パートナー経由)   大企業(直接販売)  

❏ 中小企業向け 

❏ 会計ベンダー向け売上(OEM) 

約33％ 

❏ 大企業向け 

❏ パートナー経由販売 

約25%  

❏ 直接販売 

約42％ 

第
1四

半
期

 

第
2四

半
期

 

第
3四

半
期

 

第
4四

半
期

 

第
1四

半
期

 

第
2四

半
期

 

第
3四

半
期

 

第
4四

半
期

 

第
1四

半
期

 

第
2四

半
期

 



9 

パートナー企業  

コンサルティングファームやシステムインテグレーターなど幅広い 

パートナーシップを構築 

 

 



本書の内容はお客様にのみ提供する営業秘密です。営業秘密を開示しない条件のもと、お客様内限りで閲覧いただくために提供したものであり、第三者への一切の開示、当社サービスの利

用目的外での利用は行わないようお願いします。また、本書はファーストアカウンティング株式会社の著作物として著作権法により保護されます。社内利用目的での複写を除き、改変その他

の著作権を侵害する行為を禁じます。  

10 

四半期別の売上構成割合  

❏ 売上構成に大きな季節変動はな

く、受注がチャーンを上回るた

め、四半期が進む毎に構成割

合が大きくなる傾向  

過去の実績傾向と同様の売上構成を維持 

 

第1四半期  第2四半期  第3四半期  第4四半期 



本社移転の影響  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項目  時期  影響額 

仲介手数料  2024年4月  2 

消耗品等の一時費用  2024年5月  7 

賃料増額  2024年4月～  18 

減価償却増額  2024年4月～  10 

合計    37 

（単位：百万円）  

今回の事務所移転に伴い増加した費用は約3,700万円であり 

業績予想時の想定範囲内で着地した。  

2024年12月期損益への影響  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貸借対照表  

ROE（参考値）  

2024年12月期  
第２四半期 

2023年12月期  

18.2%  24.0% 

ROIC（参考値）  

2024年12月期  
第２四半期 

2023年12月期  

14.6%  15.8% 

ROA（参考値）  

2024年12月期  
第２四半期 

2023年12月期  

9.9%  10.6% 

（単位：千円） 

2024年12月期第２四半期   2023年12月期  

実績  増減率  実績 

流動資産  1,392,376  0.9%  1,379,499 

うち現金及び預金  1,333,897  2.4%  1,302,493 

固定資産  436,241  82.3%  239,334 

総資産  1,828,618   13.0%   1,618,833  

流動負債  795,387  11.3%  714,493 

固定負債  39,090  82.7%  21,392 

自己資本  991,554  12.7%  880,113 

自己資本比率  54.22%  -0.1pt  54.37% 

新株予約権  2,585  -8.8%  2,835 

本社移転、AI学習用サーバ購入により固定資産増加 



大企業での導入先（一部）  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年商500億円以上の大手企業の経理部に業務効率化のAIを提供 



重要な指標（KPI） など 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平均収益と導入年数別の平均収益の推移  

1年目 
2023年7月～2024年

6月導入 

（35社） 

2年目 
2022年7月～ 

2023年6月導入 

（36社） 

3年目以降 
2022年6月以前導入 

 

（54社） 

導入年数別の既存顧客の平均収益（ARPA）  ARPA（1アカウントあたりの平均収益）  

● 導入後年々増加する傾向にあるが新規契約も増え過

去から概ね100万円前後で推移 

（単位：千円） 

安定したアップセル・クロスセルにより、100万円前後のARPAを維持 

（単位：千円） 

ARPA （Average Revenue per Account）：  

１アカウント当たりの売上高で、「当月末のＭＲＲ／当月末のアカウント数」で算定  

第
1四

半
期

 

第
2四

半
期

 

第
3四

半
期

 

第
4四

半
期

 
2021年12月期   2022年12月期   2023年12月期   2024年12月期  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月次解約率（グロス・チャーン・レート）  

ARPA  

月次解約率  

月次解約率（グロスチャーンレート） ： 

「当月失ったMRR／前月末のMRR」を直近12ヶ月分単純平均して算定  

前四半期に引き続き、今四半期で重要なチャーン発生なし 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2021年12月期   2022年12月期  

第
4四

半
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当第2四半期に重要
なチャーンはなし 

❏ 前期はOEM大型案件の部分解

約が発生したものの、 

当第2四半期には重要なもの

は発生しておらず、横ばいで

推移 

❏ 全体としてのグロスチャーン

レートは0.5%から1.5%に収まって

おり、従来の傾向を維持 

第
1四

半
期

 

2023年12月期   2024年12月期  

第
2四
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年間定期収益（ARR）の推移  

当四半期も順調に積み上がり、2021年12月期第２四半期～ 

2024年12月期第２四半期の年間平均成長率は45.8% 

（単位：千円） 
❏ 2024年12月期第２四半期ARR 

第
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第
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第
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2021年12月期   2022年12月期   2023年12月期  

ARR = ARPA（1アカウント単位の平均収益)×顧客数×12か月  

2024年12月期  

45.8 % 

1,581百万円 

❏ 年間平均成長率  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広告宣伝費の割合と推移  

❏ 広告宣伝費は上場後最も少な

く、売上に対する 

広告宣伝費の割合は

1.7 %まで低下 

❏ 今年度通期予算としては44百

万を計上 

 

 

広告宣伝費の売上高対比 （百万円） 

広告に依存しない営業体制を引き続き維持 

 

2022年12月期   2023年12月期  

売上高  広告宣伝費 

2024年12月期  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売上原価・販管費の構成割合 （2024年12月期第2四半期累計期間） 

売上原価（他勘定振替高控除前）   販売費及び一般管理費  

売上原価・販管費ともに固定費である労務費(又は人件費)が50％程度の構成割合  

154,589千円 

63,362千円 

24,210千円 

8,074千円 

214,392千円 

50,342千円 

28,621千円 

25,005千円 

14,664千円 

90,349千円 

※販管費の「その他」に含まれる項目例：地代家賃、教育研修費、接待交際費  

47.9 % 

11.3 % 

6.4 % 

5.6 % 

3.3 % 

20.2 % 

59.8 % 

24.5 % 

9.4 % 

3.1 % 

19 

23,764千円 
5.3 % 



ビジネスハイライト  

　　　＆ 

成長戦略の進捗  



21 

SAPストアに掲載で、販路拡大  ビジネスハイライト  

SAP日本法人営業担当と共に見込み顧客への提案が可能
に。 
また、SAPパートナー企業とも連携した提案も可能に。 
 
 

ERP最大手であるSAPがアライアンスパートナーとなったことで 

販売チャネルがこれまで以上に拡大 

SAPストア  

掲載の効果  



生成AI（LLM）自社開発に成功  

22 

ビジネスハイライト  

経理業務のための生成AIを自社開発。柔軟な返答が可能に。製品組み込みを開始。 



働きがいスコア、大幅改善  

23 

人財を活かし、従業員の幸せ追求する企業文化。 

「働きがいのある会社」認定、スコア改善。 

この会社は、  

地域や社会に  

貢献していると思う  

私は、この会社で  

長く働きたいと思う  
+18 

ポイント  

+17 
ポイント  

私の仕事は、会社の  

中で『単なる職務』  

ではなく特別な意味  

を持っている  

この会社の人たちは、  

仕事に行くことを  

楽しみにしている  

+20 
ポイント  

+20 
ポイント  

ビジネスハイライト  



NVIDIA DGX H100 の追加導入  

24 

● 為替相場の影響で若干上振れたものの 

今回の投資額も前回と同じ水準の約1億円程度 

● 2024年9月に納入の予定 

● 前ページで説明した「経理業務のための生成AI」の 

開発をさらに促進 

24年1月の2台導入に引き続き、 

NVIDIA DGX H100をさらに2台追加発注済み  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成長戦略の進捗  

請求送付サービスの開発  2 

1  生成AIの研究とサービス化  

3  海外展開 

経理における判断業務を支援するAIを2024年下期にサービス化  

上期に実施したプロジェクトの実サービス化を推進 

Peppolを用いた企業間大量請求書授受のPOCを取組開始  

大企業間での請求書授受の業務効率化の実現を見込む 

海外拠点での人材採用に取り組む  

海外事業拠点立ち上げのための外国人材の採用を複数の国で取り組み中 



2024年12月期  

目標と事業活動  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27 

2024年12月期の成長目標  

 
2023年12月期  

通期 
2024年12月期  

通期予想 

  実績  対売上高  業績予想  対売上高  前期比 

売上高  1,232,693  100.0%  1,653,571  100.0%  134.1 % 

売上総利益  769,966  62.5%  1,104,142  66.8 %  143.4% 

販管費  643,257  52.2%  936,784  56.7%  145.6% 

営業損益  126,709  10.3%  167,357  10.1 %  132.1% 

経常損益  117,698  9.5%  167,149  10.1%  142.0% 

当期純損益  125,941  10.2%  438,179  26.5%  347.9% 

❏ 中期的に粗利率70%を目標に原価

率低減につとめ、粗利率は目標以

上で着地の見込み。 

❏ 営業利益率10％の利益を確保しつ

つ、将来の成長のための投資（採

用・研究開発）を行う。 

❏ 当期純利益は税効果会計の影響

で増加を予想。24年度は特殊な

状況（法定実効税率は30.62％であ

り経常利益の7割程度となるのが

通常）。 

売上高成長率 34%、営業利益率 10% 、粗利66％超 

 

 

Forecast  



2028年までに売上高100億円を目指す  

28 

ストレッチゴール  

今後5年を目処に100億円の売上、営業利益率10%の達成 を目指す 

売上高 

100億円 

AP Automation（債務処理の自動化）  

E2E（ERP to ERP, 企業間プロセス領域）  

プラットフォーム領域  

2024年  2025年  2026年  2027年  2028年 

50億 

25億 

25億 

12億 
(23年実績) 

16億 
(24年予想) 



IRメール配信  

29 

IRメールの配信を開始いたします。適時開示やプレスリリース配信などを 

お知らせいたします。パソコン、スマートフォンからご登録ください。 

https://fastaccounting.jp/ir/mail 



制約を取り払うことで、  

自信と勇気を与える。  



ケーススタディ  



クラレ 

32 

導入事例 

● 月末月初に業務が集中している（ピーク時に1日約1,000件の請求書支払と約500件の経費精算が発生） 

すべての項目を目視でチャックした上で承認作業を行っており、時間を割かれていた 

● 請求書Robota・領収書RobotaとRPAを組み合わせ実装 

● 経理承認の作業時間・平均75%削減（120秒/件→30秒/件）

● 金額や振込先の確認など「形式的なチェック」から解放され、「会計的なチェック」に重きが置けるようになった。 

「1件1件目視していた頃には、もどれない」 

ソリューション  

課題  

成果  

顧客の声  



旭化成 

33 

導入事例 

● ノンコア業務を効率化し、コア業務にリソースをシフトしていくこと 

● 支払伝票を入力するための人員確保が困難で業務継続リスクがあった 

● 業務をBPO化する際に請求書情報を手入力することによる膨大な工数の発生が見込まれた 

● Remota、RobotaとConcur Invoice  

● BPOコストを 大きく削減  

● グループ約60社, エンドユーザー約4,000人, 年間約36万件の請求書入力業務を効率化することができた。 

登録番号の読み取り機能によりインボイス制度の対応もスムーズに行うことができた。 

● 今まで手入力で行っていた伝票の入力業務の精度が高くなった。 

● 最繁忙である決算期もトラブルなくスムーズに業務を完了することができた。 

ソリューション  

課題  

成果  

顧客の声  



APPENDIX  



会社概要 

35 

ファーストアカウンティングは、AI技術で経理業務を自動化して効率化を実現する事業を展開する企業です。コンピュー
タービジョンを中心とした文字認識技術によるサービス開発を行い、多くの大企業のお客様や会計ベンダーに提供して
います。 
また、生成AIなどの最新技術を研究し世界の学術会議で論文発表を行い、新サービスの開発を行っています。 

会社名 

設立 

所在地 

代表者 

従業員数 

事業内容 

ファーストアカウンティング株式会社  

2016年6月 

東京都港区芝公園2-4-1芝パークビルA館・3階 

森 啓太郎 

98名（2023年12月31日現在） 

経理AI事業（会計分野に特化したAIソリューション） 

● 経理業務のAIモジュール『Robotaシリーズ』 

● 請求書処理のプラットフォーム『Remota』 

● デジタルインボイス送受信サービス『Peppolアクセスポイント』 

生成AI：画像や文章等様々なコンテンツを生成できるAI  

 

 
※1 従業員数は、臨時雇用者数（パートタイマーを含む）を含めた就業人員を記載 
※2 株式会社MM総研「経理DX領域におけるAI-OCR市場動向調査（2024年版）」支払関連書類ソリューション売上額シェアNo.1獲得  
　　調査手法：MMRI研究員による聞き取り調査（インタビューおよびメールによる問い合わせ）公開情報の収集・分析、 
　　対象期間：2022年度（実績値）～2024年度（予測値）、調査時点：2024年2月下旬〜4月下旬 

※2 
 

※1 
 



大企業向けの経理DX  

顧客単価の高さ  

情熱を持って 

取り組めるもの 

経済的原動力 

になるもの 

自社が 

世界一になれる分野 

No.1戦略（マーケットシェア）  

36 

基本戦略  ３つの円が交わるところにリソースを集中する 

 



Asis   Tobe  

戦略経理 

報告資料 

確認・照合 

入力  確認・照合 

入力 

戦略経理 

AIによる自動化

報告資料 

当社の社会価値  

上場会社は機関投資家や取引所から企業価値向上を強く求められており、 

当社サービスで経理業務を効率化することで、人手不足を解消して  

経理の方が時間を創出し企業価値を向上させるための戦略経理 を実現 

37 



38 
GUI：Graphical User Interfaceの略。ユーザーの使いやすさを重視し、アイコンやボタンなどを用いて直感的にわかりやすく 

         コンピューターに指令を出せるようにしたユーザーインターフェース 

API：Application Programming Interfaceの略で、ソフトウエアやプログラムを接続する仕組み 

経理業務のデジタル化とAI化  

経理業務の自動化の事業  

請求書処理プラットフォーム  

Remota  
経理業務AIモジュール  

Robota シリーズ  

領収書 
Robota  

仕訳 
Robota  

請求書 
Robota  

確認 
Robota  

振分 
Robota  

台紙切取
Robota  

GUI  API  

デジタルインボイス  
送受信サービス 

Peppol アクセスポイント  

API  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会計事務従事者169万人 ：e-sTat「労働力調査　2023年6月」 

平均人件費450万円 ：e-sTat「令和4年賃金構造基本統計調査」 

大企業4,151社： 売上1,000億円以上=2,256社、500億円以上=1,895社 

                      （2024年7月31日現在 株式会社Painworks 「Fuma」）  

TAM（Total Addressable Market） ：ある事業が獲得できる可能性のある全体の市場規模 

SAM（Serviceable Available Market） ：ある事業が獲得しうる最大の市場規模 

大企業のターゲット  

売上500億円以上の大企業4,151社＊1,663千円＊12ヶ月  

SAM 828億円 

TAM 4.5兆円 

❏ 当社サービスが会計事務従事

者の業務を自動化するため、

TAMは、会計事務従事者の人

件費に業務自動化率を乗じ

た。業務自動化率は、当社顧

客へのインタビューに基づいて

数社の自動化の実績に基づい

て設定 

❏ SAMは、ターゲットとしている大

企業の社数に、当社サービス

を導入して2年以上の顧客の

ARPA実績を乗じて算定 

❏ 会計ソフトウエアベンダーに提

供している中小企業向けの

サービスは算定が困難である

ため省略 

会計事務従事者169万人  ×平均人件費450万円×業務自動化率60％  

市場規模（会計関連ビジネスのTAM・SAM）  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導入社数の推移  

（2024年６月末時点）  

125社 

導入社数  ❏ 大企業の導入社数は97社（うち

直接販売が57社） 

❏ 会計ベンダー(OEM)の導入社数

は28社 

❏ 直近1年間で26社増加（うち大企

業は19社増加） 

26社 

導入社数は順調に伸長 

 

第
1四

半
期

 

第
2四

半
期

 

第
3四

半
期

 

第
4四

半
期

 

2021年12月期   2024年12月期  

会計ベンダー(OEM)   大企業(販売パートナー経由)   大企業(直接販売)  

2022年12月期   2023年12月期  

第
1四

半
期

 

第
2四

半
期

 

第
1四

半
期

 

第
2四

半
期

 

第
3四

半
期

 

第
4四

半
期

 

第
1四

半
期

 

第
2四

半
期

 

第
3四

半
期

 

第
4四

半
期
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5名 

AI部門 

14名 

11名 

19名 

11名 
開発部門 

CS部門 

営業部門 

コーポレート部門  管理職  管理職以外  

39名 

男性 

16名 

女性 女性比率 
30.2%  5名 

男性 

0名 

女性 女性比率 
0.0%  

男女間賃金
格差 

ー  ー 
男女間賃金

格差 
100   82.4  

平均賃金 
（千円）   12,348   平均賃金 

（千円）   8,106  

組織の状況  

女性比率の改善や賃金格差の縮小を目指す。外国籍従業員比率は15% 

（注）上表には、役員および臨時雇用者（パートタイマーを含む）は  
　　　人数に含めておりません。  

(2024年6月末時点) 



備考：正社員・非正社員の合計値。カッコ内は非正社員数。  
42 

職種別従業員数の推移（全体）  

24年度は計28名の増加を計画。 

79  

98  

126  

(31) 

(6) 

(2) 

(4) 

(5) 

(4) 

(7) 

(7) 

(30) 

(0) 

(4) 

(7) 

(0) 

(7) 

(30) 

19%増 

28%増 

コーポレート  

セールス  

CS  

開発 

AI  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職種別従業員数の推移  

開発、営業ともに採用が進む。24年度は28名の増加を計画 

(5) 

(4) 

(0) 

(4) 

(5) 

(4) 
(4)  (4) 

(7) 

(2) 

(7)  (7) 

(0) 

(6) 

(6) 
(7)  (7) 

(7) 

(31)  (30)  (30)  (30) 
(30) 

約28%増を

計画 

備考：正社員・非正社員の合計値。カッコ内は非正社員数。  

(0) 

(7) 

(0) 

(30) 

(6) 

(2) 

(4) 

98  

126  

2024年12末計画  
2023年12末
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株主構成の変化  

2023年12月31日現在  

52% 

当社役職員 

26% 

ベンチャー

キャピタル 

26% 

個人・その他の法人等  

13% 

外国法人・機関投資家  

4% 

金融機関・証券会社 

ベンチャーキャピタル  

従来同様の株主構成を維持 

5% 

2024年6月30日現在  

当社役職員 

金融機関・証券会社 

個人・その他の法人等  

外国法人・機関投資家  

ベンチャーキャピタル  

51% 

27% 

4% 

14% 

4% 



売上高100億円に向けた新規分野の取り組み  

45 

E2E(ERP to ERP)  
- 企業間における基幹システム同士のデータコミュニケーションの取り組み。’23年年度から’25年度にかけて製品開発を実施

し’26年度以降本格的な展開を目指す。 

プラットフォーム  
- E2Eをベースにした、より幅広い企業間活動のプラットフォームを提供する取り組み。’24年年度から’26年度にかけて製品開

発を実施し’27年度以降本格的な展開を目指す。AP Automation, E2Eとのシナジーにより短期間での事業拡大に取り組む。 

コアビジネスである AP Automation  のしっかりした基盤を元に 
より広いビジネスドメインへアプローチすることで目標を実現することを構想 

企業A 

AP  
Automation  

企業B 

AP  
Automation  E2E  

企業C 

AP  
Automation  E2E  

プラットフォーム  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税効果会計の影響  

● 税務上の繰越欠損金がある場合、将来の法人税等の支払額

を減額する効果を有するため、資産としての性格を有します。

そのため、繰越期間に税務上の繰越欠損金を相殺できる課

税所得（利益等）が見込まれると、繰延税金資産が認識され

ます。 

● 弊社のFY2023については、翌期（FY2024)に解消される見込

みである繰越欠損金を限度として、繰延税金資産を計上して

おります。 

● FY2024は、繰越欠損金が全額回収可能であると判断できる

可能性があるため、繰延税金資産が増加する見込みでありま

す。  

● FY2025以降は、繰越欠損金で減額される法人税等の金額と

法人税等調整額の金額が相殺されて、税負担が法定実効税

率に近似していく見込みです。 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配当方針について  

● 株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして認識しており、2023年

度12月期より配当を開始しました。 

● 継続的に利益を創出し、事業拡大及び財務基盤強化に必要な内部留保を確

保しながら、適切に配当を実施していくことを方針としております。 

● 当面は予想利益に対して配当性向 10％を目標値として設定し、配当を行っ

てまいります。 

● 当面の間、当期純利益においては、繰越欠損金等に関する税効果の影響が

生じるため、実効税率に基づく税金費用を前提にして配当額を算定させてい

ただく予定です。 



本資料に係るご留意事項  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● 本資料は、情報提供のみを目的とし当社が作成したものであり、記載されたいかなる情報も、当社株式の購

入や売却を勧誘するものではありません。 

● 本資料中、当社以外の事項・組織に関する情報は、一般に公開されている情報に基づいており、当社はその

ような一般に公開されている情報の正確性や適切性を検証しておりません。 

● 本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、本資料作成の時点の情報に

基づいて作成されており、将来の結果や業績を保証するものではありません。 

● 将来予想に関する記述には、既知及び未知のリスクや不確実性が含まれているため、将来の実際の結果や

業績は、将来予想に関する記述によって明示的又は黙示的に示された将来の結果や業績の予測とは大きく

異なる可能性があります。これらリスクや不確実性には、経済状況の変化や、当社が事業を展開する業界の

動向などが含まれますが、これらに限定されるものではありません。なお、当社は、適用法令または証券取引

所の規則により要求される場合を除き、本資料に含まれるいかなる情報についても、今後生じる事象に基づ

き更新または改訂する義務を負うものではありません。 



制約を取り払うことで、  

自信と勇気を与える。  




